（様式１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

年　　　月　　　日

　三重県知事　あて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　平成　　年度食の産業情報発信支援事業費補助金交付申請書

　食の産業情報発信支援事業費補助金の交付を受けたいので、食の産業情報発信支援事業費補助金交付要領第５条の規定により申請します。

なお、申請の採択にあたっては知事が定める方法により審査されることを了承します。

記

１　補助事業名
２　補助金交付申請額
　金　　　　　　　　　　　　円
３　補助事業の内容

　　　国内展示会等出展事業の場合は別紙１－１　事業計画書のとおり

　　　海外展示会等出展事業の場合は別紙１－２　事業計画書のとおり
（様式１　別紙１－１）
食の産業情報発信支援事業計画書（国内展示会等出展事業）
１　申請者の概要

	創業年月日
	明・大・昭・平　　　　　年　　　月　　　日
	業種
	

	資本金
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　千円
	従業員数
	

	主要生産品目
	

	主要販路
	

	年間生産額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　千円

	窓口担当者
	所属部署・役職・氏名
	電話番号
	e-mailアドレス

	
	
	
	


２　事業内容等

（１）展示会等の内容

	出展する展示会又は商談会等の名称
	

	開催場所
	（住所）

（会場名）

	主催者の名称
	

	開催期間
	

	出展又は参加

等の期間
	

	出展する展示会又は商談会等の特徴及び出展者見込数、来場者見込み数
	


（２）展示会等における出展内容等
（ア）出展又は商談する製品（商品）の内容
	展示物（製品名等）
	説明及び選定理由

	
	

	
	

	
	

	
	


（イ）展示会等の目的・テーマ及び出展により期待できる効果等
（ウ）展示会等における商談の見込件数
（エ）事業実施体制（現地での事業実施の体制・人員数等）

（オ）今後の展開の見通し

（カ）その他参考になる事項（これまでの取組、新規性等）

３　事業スケジュール

	作業項目等
	４
	５
	６
	７
	８
	９
	10
	11
	12
	１
	２
	３
	備考

	
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


４　補助事業完了予定期日　　　平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　（支払等すべての事業の完了する日を記入）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

５　過去2年間の出展者が300以上の国内展示会等出展実績
	展示名
	会場名
	出展年月

	
	
	

	
	
	

	
	
	


添付書類

１ 収支予算書（様式１別紙2）

２ 役員等に関する事項（様式１別紙3）

３ 申請者が法人にあっては、定款及び登記簿謄本（現在事項全部証明書）（6ヶ月以内に発行したもの）の写し（コピー可）
申請者が個人にあっては、住民票（6ヶ月以内に発行したもの）の写し（外国人にあっては、住民票（6ヶ月以内に発行したもの）の写し（住民基本台帳法第30条の45に規定する国籍等を記載したものに限る。）又は住民票記載事項証明書（同法第7条第1号から第3号までに掲げる事項及び同法第30条の45に規定する国籍等を記載したものに限る）（6ヶ月以内に発行したもの）の写し）（コピー可）
４ 直近２期分の財務諸表(貸借対照表、損益計算書)（コピー可）
５ 消費税及び地方消費税の「納税証明書その３（未納の税額がないこと）」（所管税務署が当該事業計画書の日付の6ヶ月前以内に発行したもの）（有料）（コピー可）
６ 全ての県税に滞納がないことの納税証明書（三重県の県税事務所が当該事業計画書の日付の6ヶ月前以内に発行したもの）（有料）（コピー可）
７ 申請者の概要がわかるもの（パンフレット、ホームページ等）

８ 展示会等の概要の分かるもの（主催者が作成した案内パンフレット・募集要項等）（コピー可）
９ 出展予定の産品、製品の内容が分かるパンフレット等書類
10 補助事業に要する経費のうち、補助対象経費の積算金額の根拠書類（見積書、価格表等）。

11 複数の中小企業者で構成するグループの場合にあっては参加企業概要（参加企業ごとに所在地、代表者、連絡先、従業員数、主要事業及び事業実績）

12交付要領第７条第１項のただし書きに規定する理由があるときにあっては、事前着手理由書（様式１別紙４）
（様式１　別紙１－２）

食の産業情報発信支援事業計画書（海外展示会等出展事業）
１　申請者の概要

	創業年月日
	明・大・昭・平　　　　　年　　　月　　　日
	業種
	

	資本金
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　千円
	従業員数
	

	主要生産品目
	

	主要販路
	

	年間生産額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　千円（輸出向　　　％）

	窓口担当者
	所属部署・役職・氏名
	電話番号
	e-mailアドレス

	
	
	
	


２　事業内容等

（１）展示会等の内容

	出展する展示会又は商談会等の名称
	


	開催地
	

	主催者の名称
	

	開催期間
	

	出展又は参加

等の期間
	

	出展する展示会又は商談会等の特徴及び出展者見込数、来場者見込み数
	


（２）展示会等における出展内容等
（ア）出展又は商談する製品（商品）の内容

	展示物（製品名等）
	説明及び選定理由

	
	

	
	

	
	

	
	


（イ）展示会等に参加する地域における現在の自社の活動状況

（ウ）展示会等の目的・テーマ及び出展により期待できる効果等
（エ）展示会等における商談の見込み件数

（オ）事業実施体制（現地での事業実施の体制・人員数等）

（カ）今後の展開の見通し

（キ）その他参考になる事項（これまでの取組、新規性等）

３　事業スケジュール

	作業項目等
	４
	５
	６
	７
	８
	９
	10
	11
	12
	１
	２
	３
	備考

	
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


４　補助事業完了予定期日　　　平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　（支払等すべての事業の完了する日を記入）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

５　過去2年間の海外展示会出展実績
	国名
	展示会等名称
	出展年月

	
	
	

	
	
	

	
	
	


添付書類

１ 収支予算書（様式１別紙２）

２ 役員等に関する事項（様式１別紙３）

３ 申請者が法人にあっては、定款及び登記簿謄本（現在事項全部証明書）（6ヶ月以内に発行したもの）の写し（コピー可）
申請者が個人にあっては、住民票（6ヶ月以内に発行したもの）の写し（外国人にあっては、住民票（6ヶ月以内に発行したもの）の写し（住民基本台帳法第30条の45に規定する国籍等を記載したものに限る。）又は住民票記載事項証明書（同法第7条第1号から第3号までに掲げる事項及び同法第30条の45に規定する国籍等を記載したものに限る）（6ヶ月以内に発行したもの）の写し）（コピー可）
４ 直近２期分の財務諸表(貸借対照表、損益計算書)（コピー可）
５ 消費税及び地方消費税の「納税証明書その３（未納の税額がないこと）」（所管税務署が当該事業計画書の日付の6ヶ月前以内に発行したもの）（有料）（コピー可）
６ 全ての県税に滞納がないことの納税証明書（三重県の県税事務所が当該事業計画書の日付の6ヶ月前以内に発行したもの）（有料）（コピー可）
７ 申請者の概要がわかるもの（パンフレット、ホームページ等）

８ 展示会等の概要の分かるもの（主催者が作成した案内パンフレット・募集要項等）（コピー可）
９ 出展予定の産品、製品の内容が分かるパンフレット等書類

10 補助事業に要する経費のうち、補助対象経費の積算金額の根拠書類（見積書、価格表等）。

　 三重県が関与する海外展示会等への参加以外の行程が往路または復路に含まれる場合は、日本側出発（または帰着）空港と県が関与する展示会が開催される国を単純往復した場合の費用に準じた額が確認できる見積書等

11 複数の中小企業者で構成するグループの場合にあっては参加企業概要（参加企業ごとに所在地、代表者、連絡先、従業員数、主要事業及び事業実績）

12交付要領第７条第１項のただし書きに規定する理由があるときにあっては、事前着手理由書（様式１別紙４）
（様式１　別紙２）
食の産業情報発信支援事業費補助金収支予算書

　（１）収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　　　分
	予　算　額
	備　　考

	県補助金
	
	

	自己資金
	
	

	その他
金融機関等からの借入金など
	
	

	合　　計
	
	


（注）「県補助金」については、千円未満の端数を切り捨てた額とすること。

（注）「その他」には、県補助金、自己資金以外の財源の額を記入し、備考欄に調達先を具体的に記入すること。
　
（２）支出の部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	補助金事業
に要する
経費
	補助対象経費
	積算明細（詳細に記入すること）
	補助金
交付申請額

	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


※補助対象経費は、補助事業に要する経費のうちで、別表１「補助対象経費」に掲げる経費とする。
※補助金交付申請額は、千円未満切捨。
※「収入の部」の予算額の合計と「支出の部」の事業費の合計は一致する。

※積算金額の根拠書類（見積書、価格表等）を添付すること。
（様式１　別紙３）
役員等に関する事項

（事業者名　　　　　　　　　　　　　　　）
	職　　名
	よみがな

氏　　名
	生 年 月 日
	性　　別

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（注１）本書類は、「三重県の交付する補助金等からの暴力団等排除措置要綱」第３条の規定に基づき、三重県警察本部に対して確認を行うために使用します。

（注２）「役員等」とは、次に掲げる者をいいます。
　　　・　法人にあっては、非常勤を含む役員、支配人、支店長、営業所長及びその他これに類する地位にある者並びに経営に実質的に関与している者

　　　・　法人格を有しない団体にあっては、代表者及び経営に実質的に関与している者

　　　・　個人にあっては、その者及びその者に対し支配関係にある者
（注３）グループの場合はグループに属する全ての事業者ごとに作成してください。
（様式１　別紙４）
事前着手理由書

１　補助事業名

２　事前着手（予定）日
３　事前着手する必要がある理由

４　事前着手に必要となる経費
　　※経費の内容、積算、支払額、支払日等具体的な内容が分かる資料を添付すること。

（様式２）
平成　　年    月    日
  三重県知事　あて
                             　  （申請者）所在地
名称
代表者職氏名　　　　　　　　  　    eq \o\ac(○,印)　
　　　 
    　　平成　　年度食の産業情報発信支援事業費補助金に係る補助事業
　　　　の変更承認申請書
  平成  年　月  日付け三重県指令雇経第    号で交付決定がありました上記補助事業の内容を下記のとおり変更したいので、食の産業情報発信支援事業費補助金交付要領第９条第１項の規定により変更承認を申請します。
記
１　変更する補助事業名
２　関係書類
　　　別添のとおり
　　

（別添）

１　変更の理由
２　変更の内容

（1） 事業内容
	変更後
	

	変更前
	


※「変更後」欄には、変更後の補助事業の内容を記載すること。
※「変更前」欄には、「変更後」欄に記載した内容に対応する交付申請書に記載した変更前の補助事業の内容を転記すること。

※ 本記入欄については、交付申請書に添付した事業計画書（写し）の該当箇所を見え消し修正したものを添付することで記入に代えることができる。（その場合、本記入欄へは、「別添のとおり」と記入すること。）

３　収支予算

【収入の部】

（単位：円）

	区　　　分
	金　　　額
	備　　　考

	県費補助金
	
	

	
	
	

	自己資金
	
	

	
	
	

	その他
	
	

	
	
	

	合計
	
	

	
	
	


（注）上段に変更後の予算額を記入し、下段に交付決定時の予算額を記載すること。（変更交付決定を受けている場合は、変更後の予算額を下段に記載すること。）

（注）「県費補助金」については、千円未満の端数を切り捨てた額とすること。

（注）「その他」には、県補助金、自己資金以外の財源の額を記入し、備考欄に調達先を具体的に記入すること。
【支出の部】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	経費区分
	補助金事業
に要する
経費
	補助対象経費
	積算明細（詳細に記入すること）
	補助金
交付申請額

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※補助対象経費は、補助事業に要する経費のうちで、別表２「補助対象経費」に掲げる経費とする。
※上段に変更後の事業費を記入し、下段に交付決定時の事業費を記載すること。（変更交付決定を受けている場合は、変更後の事業費を下段に記載すること。）

※「収入の部」の金額の合計と「支出の部」の事業費の合計は一致すること。
※補助金交付申請額は、千円未満切捨。

※積算金額の根拠書類（見積書、価格表等）を添付すること。
（様式３）
平成　　年    月    日
  三重県知事 あて
                      　　　　　  （申請者）所在地
名称
代表者職氏名　　　　　　　　  　    eq \o\ac(○,印)　
　　　 
　　　平成　　年度食の産業情報発信支援事業費補助金に係る補助事業の
　　　中止（廃止）承認申請書
  平成  年  月  日付け三重県指令雇経第    号で交付決定がありました上記補助事業を下記のとおり中止(廃止)したいので、食の産業情報発信支援事業費補助金交付要領第１０条の規定により承認を申請します。
記
１　補助事業名
２　中止(廃止)の理由
３　中止の期間(廃止の時期)


（様式４）
平成　　年    月    日
  三重県知事　あて
　                              　（申請者）所在地
名称
代表者職氏名　　　　　　　　  　    eq \o\ac(○,印)　
　　　平成　　年度食の産業情報発信支援事業費補助金に係る補助事業遅延等報告書
  平成   年　 月   日付け三重県指令雇経第    号で交付決定がありました上記補助事業の遅延等について、食の産業情報発信支援事業費補助金交付要領第１１条の規定により下記のとおり報告します。
記
１　補助事業名
２　補助事業の進捗状況
３　同上に要した経費
４　遅延等の内容および原因
５　遅延等に対してとった措置
６　補助事業の遂行および完了の予定


（様式５）
平成　　年    月    日
三重県知事　あて
　                      　　　　  （申請者）所在地
名称
代表者職氏名　　　　　　　　  　    eq \o\ac(○,印)　
　　
　　　平成　　年度　食の産業情報発信支援事業費補助金に係る補助事業遂行状況報告書
  平成   年　 月   日付け三重県指令雇経第    号で交付決定がありました上記補助事業の遂行状況について、食の産業情報発信支援事業費補助金交付要領第１３条の規定により報告します。

（別添）

食の産業情報発信支援事業費補助金遂行状況報告
１　補助事業の進捗状況（平成　　年９月３０日現在）
２補助事業に要した経費

平成　　年９月３０日現在
	経費区分
	補助事業に

要する経費
	補助金交付決定額
	現在執行済額

	
	　　　　　円


	　　　　　円
　　　　　
	　　　　　円



	計
	円
	円
	円


（様式６）
平成　　年    月    日
  三重県知事　あて
　  （申請者）所在地
名称
代表者職氏名　　　　　　　　  　    eq \o\ac(○,印)　
　　
　　　　　　平成　　年度食の産業情報発信支援事業費補助金に係る補助事業の実績報告書
  平成 　年   月   日付け三重県指令雇経第       号で交付決定がありました上記補助事業を、平成   年    月    日付けで完了（廃止・中止）しましたので、食の産業情報発信支援事業費補助金交付要領第１４条の規定により次の書類を添えて報告します。
１　補助事業名
２　関係資料
別添のとおり
３　補助事業の開始及び完了日　
　（完了日は支払等すべての事業の完了する日を記入）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日　

（別添）
食の産業情報発信支援事業費補助金実績書
１　事業内容等

（１）展示会等の内容

	出展する展示会又は商談会等の名称
	

	開催地
	

	主催者の名称
	

	開催期間
	

	出展又は参加

等の期間
	

	出展する展示会又は商談会等の特徴及び出展者数、来場者数
	


（２）出展等の内容等
（ア）展示した製品等の概要（又は商談会等に持ち込んだ製品等）
	展示物（製品名等）
	説明及び選定理由

	
	

	
	

	
	

	
	


（イ）展示会等に参加したときの活動状況、現時での事業実施の体制・人員等
（ウ）来場者の反応等
（エ）出展したことにより期待できる効果
（オ）展示会等における販売・商談実績
　　　【販売】

　　　①展示会等での販売実績　　　　　　　　　　　　　　　件
　　　②販売額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　【商談】
　　　①展示会等での商談件数　　　　　　　　　　　　　　　件
　　　②成約した件数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　件

　　　③成約見込件数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　件
　　　④継続商談件数（①のうち②・③を除いたもの）　　　　件
　　　⑤成約額　　　　　　　　

（カ）事業実績評価（成果・課題等）
（キ）今後の展開の見通し

（ク）その他参考になる事項

３　事業スケジュール

	作業項目等
	４
	５
	６
	７
	８
	９
	10
	11
	12
	１
	２
	３
	備考

	
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


４　収支決算見込
【収入の部】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区　　　分
	決算見込額
	備　　　考

	
	交付決定時の金額
	

	県費補助金
	
	

	
	
	

	自己資金
	
	

	
	
	

	その他

金融機関等からの

借入金など
	
	

	
	
	

	合計
	
	

	
	
	


（注）上段に実績ベースの決算見込額を記入し、下段に交付決定時の予算額を記載すること。（変更交付決定を受けている場合は、変更後の予算額を下段に記載すること。）

（注）「県費補助金」については、千円未満の端数を切り捨てた額とすること。

（注）「その他」には、県補助金、自己資金以外の財源の額を記入し、備考欄に調達先を具体的に記入すること。
　【支出の部】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	経費区分
	補助金事業
に要した
経費
	補助対象経費
	経費内容・積算明細
（詳細に記入すること）
	補助
申請金額

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※補助対象経費は、補助事業に要する経費のうちで、別表２「補助対象経費」に掲げる経費とする。
※上段に実績事業額を記入し、下段に交付決定時の事業費を記載すること。（変更交付決定を受けている場合は、変更後の事業費を下段に記載すること。）

※「収入の部」の金額の合計と「支出の部」の事業費の合計は一致すること。
※補助申請金額については、千円未満の端数を切り捨てた額とすること。
（添付書類）
　（１）展示会等の実施状況がわかる書類（主催者等が作成した報告書、プレスリリース等）
　（２）展示会等へ参加したことが分かる書類（補助事業者の社名が記載されたパンフレット、ガイドブック等の写し、商談会の参加者名簿、実施状況を撮影した写真等（写し可））
　（３）支出証拠書類（補助対象経費に係る契約書（契約を締結した場合に限る。））請求書及び領収書（口座振替済通知書）等）の写し。宿泊料については、領収書明細の内訳が確認できるものの写し。
　（４）渡航費は（３）の領収書の他、Eチケット又は搭乗券の半券
　（５）その他知事が必要と認める書類
（様式７）
   年   月   日
三重県知事  あて
（申請者）所在地
名称
代表者職氏名　　　　　　　　  　    eq \o\ac(○,印)　
平成　　年度食の産業情報発信支援事業費補助金精算払請求書


  平成　　年    月    日付け三重県指令雇経第    号で交付決定がありました上記補助金について、食の産業情報発信支援事業費補助金交付要領第１６条の規定により、下記のとおり請求します。
記


金



円也
１　補助事業名

２　 eq \o\ad(交付決定額,　　　　　　　)





円

３　確定額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　

４　請　　求　　額





円

５　 eq \o\ad(振込先,　　　　　　　)



 
銀行       

   支店



 


（普通・当座）  口座番号




    

口座名（ﾌﾘｶﾞﾅ）　







（様式８）
   年   月   日
三重県知事  あて
（申請者）所在地
名称
代表者職氏名　　　　　　　　  　    eq \o\ac(○,印)　
平成　　年度食の産業情報発信支援事業費補助金に係る消費税額及び
地方消費税額の額の確定に伴う報告書


  このことについて、食の産業情報発信支援事業費補助金交付要領第１８条第1項の規定により、下記のとおり報告します。
記
１　補助事業名
２　補助金額（知事が確定通知書により通知した額）　　　　　　　　　　　　　　　　円
３　補助金の確定時における消費税及び地方消費税に　　　　　　　　　　　　　　 　円

係る仕入控除税額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
４　消費税額及び地方消費税額の確定に伴う補助金に係る消費税　　　　　　　　　 　円

及び地方消費税に係る仕入控除税額　　  　　　　　　　　　　　                
５　補助金返還相当額（４－３）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
（注） １ 別紙として積算の内訳を添付すること。
２ 課税事業者の場合であっても、単純に補助金８％相当額が消費税及び地方消費税に係る仕入控除による減額等の対象額ではない。

（注）　


交付決定前に事業に着手することは原則認められません。事前着手は、事業の性格上又はやむを得ない理由があると知事が認めた場合のみ、例外的に認められるものです。事前着手理由書を提出した場合であっても、申請内容を審査した結果、補助申請が採択されない場合又は採択されても事前着手に必要な経費が認められない場合もあります。その場合は当該事業実施に必要な経費は自己資金で対応することになります。


なお、事前着手の時期は補助金交付申請書提出日以降とし、補助対象経費は交付申請日以降に発生した経費とします。
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